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「北陸電力グループの現状2018」は、「北陸電力グループCSR※レポート
2018」（2018年7月発行）を要約してご紹介しています。より詳細な
情報は、北陸電力ホームページ（http://www.rikuden.co.jp/csr/）
をご覧ください。お問い合わせは、経営企画部または地域広報部まで
ご連絡ください。

北陸電力グループの現状

2018

※マークがついている単語は用語解説を掲載しています。

●CSR：Corporate Social Responsibility の
略で、企業における社会的責任をいう。

用語解説▶

■供給設備の概要（2018年3月31日現在）
主な水力発電所（8万kW以上）
主な火力発電所（25万kW以上）
原子力発電所
主な送電線（500kV）
主な送電線（275kV）
主な変電所
主な開閉所

＊1 整流板を設置して運転の場合
＊2 建設中（2018年11月運転開始予定）

■設備概要等 （2017年度または2018年3月31日現在）
総資産＊1

売上高＊1

経常利益＊1

当期純利益＊2

発電設備

送電設備

変電設備

配電設備

販売電力量

水　力
火　力
原子力

新エネルギー
合　計

送電線亘長

配電線路亘長

合　計
＊1 欄の数字は連結。（    ）内は個別。　
＊2 連結は「親会社株主に帰属する当期純利益」。　
＊3は志賀原子力発電所2号機において、整流板を設置して運転の場合。　
＊4 四捨五入の関係で合計値が合わない場合がある。

（1,526,576百万円）
（549,148百万円）
（△5,630百万円）
（△4,195百万円）

発電所数
131か所
    6か所
    1か所
    4か所
142か所
架空

3,174km
変電所数
203か所
架空

41,984km
電灯

8,480百万kWh

出力
1,928千kW
4,400千kW

  1,746千kW＊3

      4千kW
  8,079千kW＊4

地中
146km
出力

31,299千kVA
地中

1,433km
電力

20,183百万kWh
28,663百万kWh

百万円
百万円
百万円
百万円

1588,757
596,283
2,671
△485

北陸電力 会社概要

500kV）V）
275k5kV）

運転の場合
11月運転開始予定）

福井火力
三国1号 25万kW

神通川一
8.2万kW

有峰一
26.5万kW

有峰二
12.3万kW
和田川二
12.2万kW

富山火力
4号 25万kW

富山新港火力
石炭1号 25万kW
石炭2号 25万kW
1号 50万kW
2号 50万kW
LNG１号 42.47万kW ＊2

七尾大田火力
1号 50万kW
2号 70万kW

志賀原子力
1号 54万kW
2号 120.6万kW＊1

敦賀火力
1号 50万kW
2号 70万kW

手取川二
8.7万kW

商　　　号

本店所在地

設　　　立

資　本　金

代 表 者

主 な 事 業

北陸電力株式会社
（Hokuriku Electric Power Company）

〒930-8686 富山県富山市牛島町15番1号
電話（076）441-2511（代表）
ホームページ ： http://www.rikuden.co.jp

1951年5月1日

117,641百万円

代表取締役社長 社長執行役員  金井 豊

電気事業

■

■

■

■

■

■

北陸電力ではインターネットのホームページにさまざまな情報
を掲載しています。ぜひご覧ください。

社長メッセージ

　電力システム改革をはじめ、電気事業を取り巻く
環境は大きく変化しており、将来の我が国の姿につい
ても様々な予測がなされています。このような中、当社
グループのＣＳＲの理念や行動指針を踏まえた取組みを
一人ひとりが着実に実施し、諸課題にスピード感をもっ
て対処することで、皆さまから「信頼され選択される
北陸電力グループ」を目指してまいります。

志賀原子力発電所の早期再稼働の実現を
目指してまいります
　「低廉で良質なエネルギーを安定的にお届けする」と
いう社会的使命を果たし続けていくため、まず、志賀
原子力発電所の早期再稼働の実現を目指してまいり
ます。敷地内断層審査をはじめとした適合性確認審査
に的確に対応するとともに、安全性向上工事を着実
に進め、安全性について、地域の皆さまに丁寧にご説明
し、ご理解をいただけるよう、全力で取り組んでまいり
ます。

電力の安定供給と電源の低炭素化に向け
取り組んでまいります
　志賀原子力発電所の停止により水力・火力発電所の
高稼働が続いていますが、引き続き、補修等を着実に
実施するとともに、流通設備についても、高経年設備の
計画的な更新等に取り組み、責任ある電気事業者と
して安定供給の確保に努めてまいります。
　同時に、富山新港火力発電所ＬＮＧ１号機の運転開始
や水力をはじめとする再生可能エネルギーの導入拡大
により、電源の一層の多様化と低炭素化に向け取り
組んでまいります。

お客さまのニーズにより的確に
お応えしてまいります
　当社は、志賀原子力発電所の停止が継続する等の
厳しい経営状況を踏まえ、今年度から、一部のお客さま
に対し電気料金の値上げを実施させていただきました。
　今後とも、お客さまから選択いただけるよう、引き
続き安全最優先を前提とした経営効率化に最大限取り
組むとともに、魅力あるサービスの充実や地域に密着
した営業活動を積極的に展開してまいります。
　加えて、当社グループが保有する経営資源を最大限
活用した、既存の事業領域の拡大や新規事業の発掘に
より、お客さまのニーズに、より的確にお応えしてまい
ります。

地域社会の皆さまから信頼いただく
取組みを進めてまいります
　当社は、北陸地域の後押しを受けて設立された会社
であり、1951年5月の創立以来、電気事業を通じて
地域社会の発展に貢献するという思いを脈々と受け
継いでいます。
　今後も、地域の皆さまとの双方向の対話活動や環境
保全に向けた活動等を継続的に実施します。また、
これまで築いてきた安全文化の更なる深化と全社的な
業務品質の向上を図り、北陸地域に根差した企業と
して、地域の皆さまから「信頼」され「安心」いただき、
選択される会社を目指します。 

　当社グループは、今後も一人ひとりが皆さまの声に
真摯に耳を傾け、ＣＳＲ経営を実践してまいります。

北陸電力株式会社
代表取締役社長 社長執行役員

「低廉で良質なエネルギーを安定的にお届けする」という社会的使命を果たし、
皆さまから「信頼され選択される北陸電力グループ」を目指します



特
集 1 志賀原子力発電所の早期再稼働

および安全・安定運転に向けた不断の取組み

安全対策の着実な実施志賀原子力発電所敷地内断層の早期解決に向けた的確な対応

防潮堤の高さ防防潮潮堤の堤のの高さささ高さ防防潮堤
11（（標（標標高 5ｍ）155ｍ）ｍ）

タービンターターービビンン建建屋
敷地の さ敷地敷地の地のの高さ高さ敷敷
（標高11ｍ）（標（標標高11ｍ）ｍ）

子炉原子原子子炉炉建建屋原子 建
敷地の高さ敷地敷地の地のの高さ高さ敷敷
（標高21ｍ）（標（標 2標高21ｍ）ｍ）

水源タンク水水源タ源タタンクンク水源
敷地の高さ敷地敷地の地のの高さ高さ敷敷地
（標高30（標（標高30ｍ）標高3300ｍ）ｍ）

淡水貯水槽淡水淡水水貯水貯水槽水槽水貯貯水
（南側）（（南側南側））側）

淡水貯水槽淡水淡水水貯水貯水槽水槽水水貯貯水
（東側）（（東側）東側））側）指揮エリア指指揮エ揮エリエリアアリア

事事事務務建建屋

急時緊急緊急時急時急
対策対対策対策棟棟策棟 防災資機材防災防災災資機資機材機材防 資機

専用倉庫倉専用専用倉用倉倉庫

外部電源外外部電部電電源

１号タービン１号号ターターービ 建ビンン建建屋

2号タービン2号タタービン号タータービビンン建建屋 1号1号
子炉原子原子子炉炉建建屋

外部電源の外外部部電電源の源のの開開閉閉所外部 源
高地の敷地の高さ敷地敷地の地のの高ささ高さ敷敷地

（（標（標 33標高35ｍ）55ｍ）ｍ）

　志賀原子力発電所において、2014年８月に国へ志賀２号機の新規制基準適合性確認審査の申請を行って以降、敷地
内断層に関する国の審査が進められています。本年３月には、活動性を評価するための代表的な断層の選定について、
また、７月には、選定した５本の断層の活動性評価について審査会合における審議が行われました。
　北陸電力は、これまでの徹底的な地質調査による、敷地内断層が今後も活動しないことを示す多岐にわたるデータに
基づき、敷地内断層は活断層ではないことを説明しました。
　原子力規制委員会からのコメントに対しては、データを再整理した上で、引き続きの審査会合で回答していくこととして
おり、敷地内断層については必ずご理解いただけるものと考えています。
　今後も適合性確認審査に的確に対応するとともに、安全対策を着実に実施し、志賀２号機の１日も早い再稼働を目指し
てまいります。

■審査会合のこれまでの経過

2014年8月12日 新規制基準への適合性確認申請

2016年4月27日 有識者会合から原子力規制委員会に最終報告 （活動
性を否定できない旨の結論。ただし、より確実な評価のための「今後の
課題」＊が提示。） 
＊北陸電力は、追加調査等を行い「今後の課題」に対するデータを拡充済

【敷地内断層に係る審査会合の状況】
●敷地内断層に関し、2018年７月現在で６回の審査会合が開催。
●北陸電力は、「敷地内断層の抽出と評価対象の選定」、「選定した５本の
活動性評価」、「敷地周辺の地形・地質」について説明。

●原子力規制委員会からコメントをいただき、現在引き続き審査継続中。

2014年～
有識者会合で審議

2016年～

新規制基準への
適合性確認審査

  

代替所内電源の設置
常設代替交流電源で
あるガスタービン発電
機から、重大事故など
対処設備につながる
電源系統を専用建屋
内に新たに設置する
もの。

代替残留熱除去設備の設置
既設の残留熱除去ポンプが使用できない状況下でも、
格納容器の破損を防止する設備を設置するもの。

代替高圧注水設備の設置
全交流電源が喪失した状況下でも、原子炉の蒸気で駆動する
ポンプにより、原子炉に注水できる設備を設置するもの。

２号
原子炉建屋

　志賀原子力発電所の安全性をより一層向上させる観点から、他社審査状況等も踏まえ、自主的な安全性向上施策を
含む、工事内容の充実を図っています。引き続き、安全性向上工事を着実に進め、今後の適合性確認審査に的確に対応
し、志賀原子力発電所の早期再稼働を目指してまいります。　

今回追加した新たなデータも踏まえ、５本の断層は、いずれも活断層ではないことを説明

■今後の審査に向けて
これまでの審査会合でいただいたコメントを踏まえてデータを再整理・再分析した上で、今後、①評価対象断層の選定、
②活動性評価、③敷地周辺の地形・地質の審査に対応してまいります。

志賀原子力発電所の早期再稼働に向けた取組み

私たちは、福島第一原子力発電所の事故を二度と起こさない強い決意のもと、安全最優先で志賀原子力発電所
の安全対策に取り組んでいます。
現在は、地下式軽油タンクや代替所内電源設備の工事を進めており、その他の安全対策工事についても着実に
進めています。
今後も一層の自覚と責任を持ち、地域の皆さまから「信頼」され、「安心」いただけるよう、発電所で働く北陸電力

および協力会社の所員が「チーム志賀」のもと一体となり、世界最高水準の安全性を目指し、安全対策を進めて
いきます。

「チーム志賀」のもと一体となり、世界最高水準の安全性を目指す

北陸電力　　　　　
志賀原子力発電所長

古谷 俊直

万一の格納容器ベントを実施
する際に、放出される放射性物質
を低減するもの。

格納容器フィルタ付
ベント装置の設置

地下式軽油タンクピットの設置

Voice

現在地上に設置されて
いる非常用ディーゼル
発電用軽油タンクを地
下化することによって、
竜巻対策、火災防護対
策等を強化するもの。

海岸の断層については、
古いことは理解できる
が、12～13万年前以降
の活動を否定できる定量
的に年代を示すデータ
を提示すること。

断層 申請以降に、有識者会合の「今後の課題」や審査会合のコメントを
踏まえて拡充した活動性評価に係る主なデータ

審査会合での
主なコメント

Ｋ-3

Ｋ-２
❻❼
岩石の変位・ 
変形構造に関す
るデータ
・顕微鏡観察
・硬度に関する
試験

断層面は密着・岩石化しており、
周辺の岩盤と同程度の硬さを有する。
⇒　Ｋ-２、Ｋ-３は、火成活動があった
　　古い時代の構造

断層面

鉱物脈法については、
Ｓ－１で新たに提示した
砕屑岩脈は鉱物脈に比
べ明確に活動を否定で
きるデータとして評価
できる。鉱物脈で活動
性を評価する場合は、
より説得性のある資料
とする必要があるが、
新たな砕屑岩脈の提示
が可能かも含めて検討
してほしい。

トレンチの場所で評価し
てる断層が（２号機原子
炉建屋から）連続して
いるＳ－４なのか説明し
てほしい。

■敷地内断層の活動性評価（2018年7月6日の審査会合）

［上載地層法：断層を覆う地層の変位・変形により活動性を評価する方法、鉱物脈法：断層を横断する鉱物脈の切断の有無により活動性を評価する方法］

S-2
・
S-6

断層 申請以降に、有識者会合の「今後の課題」や審査会合のコメントを
踏まえて拡充した活動性評価に係る主なデータ

審査会合での
主なコメント

S-1

S-4

❶
断層を横断する
鉱物脈データ
❷
断層を横断する
砕屑岩脈データ
（Ｓ－1北西部
含む）
（顕微鏡観察等）

❸❹
断層を横断する
鉱物脈データ
（顕微鏡観察等）

❺
Ｓ－４北東延長
部の新たなトレ
ンチにおける上
載地層データ

❶S-1北西部の鉱物脈 ❷S-1北西部の砕屑岩脈

鉱物脈

断層面

粘土状破砕部

砕屑岩脈

粘土状破砕部

断層を横断する９百万年前以前の鉱物脈・砕屑岩脈＊1にズレがない。⇒ 活断層でない

約20万年前の砂礫層＊２ に
ズレ・変形なし ⇒  活断層でない

＊１ 鉱物脈・砕屑岩脈が９百万年前以前のものとする根拠
● 鉱物脈・砕屑岩脈の成因である火成活動が、発電所周辺では９百万年前以降認められないため

＊２ 砂礫層が20万年前の地層とする根拠

●20万年前の高海面期の海成堆積物であるため

0.2mm

断層面

3 4
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特集 志賀原子力発電所の早期再稼働および安全・安定運転に向けた不断の取組み1

原子力安全信頼会議

志賀原子力発電所の安全性をご理解いただくための取組み

｢原子力安全向上のための品質方針｣にリスク管理の推進を明記

品質マネジメントシステムによる
しくみの構築

確率論的リスク評価（ＰＲＡ）※を活用した
安全性向上策の検討

原子力防災訓練

原子力安全性向上にかかる相互協力

　2017年11月26日、石川県、志賀町等による、住民避難等も含めた｢原子力防災訓練｣が実施されました。北陸電力
はこの訓練に参加し、国や地方公共団体との役割分担や連携を確認するとともに、災害対応能力向上のため、様々な訓練を
実施しました。
　また、志賀原子力発電所では、地震・津波等の自然災害をはじめとした想定を超える事態に備えて、設備面の強化はもち
ろん、それを扱うのは人であるという考えのもと、迅速で正確な対応能力の維持・向上に資する訓練を継続的に実施し、
安全性向上に努めています。

　2016年8月5日より、万一の原子力災害が発生した場合の原子力災害の拡大防止対策および復旧対策を更に充実さ
せるため、5社（関西電力㈱、中国電力㈱、四国電力㈱、九州電力㈱、北陸電力㈱）にて相互協力を行っています。
　2017 年3 月7 日より、共に沸騰水型軽水炉（BWR）、特に運用中の改良型沸騰水型軽水炉（ABWR）を保有する3社
（東京電力ホールディングス㈱、中部電力㈱、北陸電力㈱）にて、3社の炉型同一性を活かし、運転員技能向上や運転にかかる
知見の共有等の技術的協力、更に3社の地理的近接性を活かし、安全性向上にかかる相互協力を行っています。

志賀原子力発電所の安全･安定運転の基盤となる取組み

●各種訓練の実績
2011年度

259回実施回数

2012年度

487回

2013年度

488回

2014年度

467回

2015年度

398回

2016年度

381回

2017年度

399回

合　計

2,879回

　志賀原子力発電所の運営を中心とした取組み全般について、社外
有識者の多角的なご意見等をいただくための会議体として、「原子力
安全信頼会議（委員長 石田寛人 金沢学院大学名誉学長）」を設置
しています。
　2018年5月の14回目の会議では、志賀原子力発電所の現況を
説明するとともに、大場委員（日本原子力学会倫理委員会委員長）
から安全文化醸成について講義いただき、意見交換を通じて、様々
なご助言をいただきました。
　今後も、定期的に会議を開催し、引き続き更なる安全性向上に
向けたご意見等をいただく予定です。

第14回原子力安全信頼会議

　あらゆる機会を通じ、地域の皆さまに、志賀原子力発電所の安全
性についてわかりやすく、丁寧にご説明し、ご理解ご安心いただける
よう全社を挙げて取り組んでいます。

見学会の様子

〈2017年度の実績〉
志賀原子力発電所見学会（公募見学会､各種団体向け見学会） ：295回
自治会､女性団体､労働団体等への説明会 ：561回
訪問による対話活動（自治体､経済団体等） ：延べ約1,600人

　原子炉施設保安規定に基づいて、社長が「原子力安全向上のための品質方針」を定めています。品質方針の中で、常にリスク
の存在を意識した業務の遂行を図るため、「安全に関するリスクを把握し、常に低減に努める」といったリスク管理の強化
について明記しています。

　リスクを把握し、改善策の検討・実施を継続的に行う
ため、2015年４月にリスクマネジメント会議を設置し、
リスクマネジメント体制を構築しています。

　実効性のある対策を継続的に検討・実施していくため
に、ＰＲＡを積極的に活用していくとともに、ＰＲＡに関する
人材の育成を実施しています。

志賀原子力発電所では、万一の事故の際に使用する可搬型設備を約80台配備しています。
防災設備管理課は、「可搬型設備および対応要員を必要時に必要な場所に配置できること」をミッション

として2017年７月に発足した新しい課であり、可搬型設備のメンテナンスおよび緊急時対応要員の養成を
所掌しています。
今後、再稼働に向け、発電所の緊急時対応力を更に向上させるため、対応要員の訓練を充実させていく
必要があり、指導者としてこれに貢献できるよう、日々の業務を通じ必要スキルの習得に取り組んでいます。

志賀原子力発電所の緊急時対応力向上にむけて

北陸電力 志賀原子力発電所
防災設備管理課
小蔵 虎生

緊急事態発生時の通報、事故状況の報告や対応策の確認
発電所本部の運営訓練（増設緊急時対策所）

放射性物質の拡散抑制や火災防護に使用する放水装置の
操作訓練

放水装置の操作訓練

志賀原子力発電所の継続的な安全性向上のためのリスク管理

●確率論的リスク評価（PRA;Probabilistic Risk Assessment）：
原子力施設等で発生し得るあらゆる事故を対象として、その発生
確率と発生時の被害の大きさを定量的に評価し、その両者で判断
される「リスク（危険度）」により安全性の度合いを表現する手法。

用語解説▶

●継続的な安全性向上のイメージ
リ ス ク 低 減

改善策の実施

改善策の提案

リスクの分析

リスクマネジメント会議

リスクの
把握

採否判断、
優先順位付け

経
営
層

報
告
・
指
示
＊

国
内
外
の
新
知
見

国
内
外
の
運
転
経
験

＊ 報告・指示は品質マネジメントシステムにおけるマネジメントレビュー（社長によるレビュー）で実施

積極的な
情報収集

PRA※も
活用

Voice
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特集 志賀原子力発電所の早期再稼働および安全・安定運転に向けた不断の取組み1

エネルギーミックス

エネルギー自給率

電源別の発電コスト 電源別のＣＯ２排出量

　日本は国内エネルギー資源が乏しく、エネルギー自給率
がわずか8％しかないことから、エネルギー資源のほとんど
を輸入に依存しています。
　今後、新興国を中心とした世界の人口増加に伴うエネル
ギー需要の増加が見込まれる中、化石燃料に過度に依存し
ないエネルギー構成を目指していく必要があります。

　低廉で良質な電気を安定的にお届けすることが、電気事業者の社会的使命です。
　暮らしや産業を支える電気の供給には、｢安全確保｣を大前提に、｢安定供給｣｢経済性｣｢環境適合｣を同時に達成する｢Ｓ＋
３Ｅ｣の観点から電源のエネルギーミックスが重要です。
　また、時々刻々と変化する電力需要に対して、経済性や電力需要変動への対応のしやすさ等、各電源の特性を活かし、
バランスよく組み合わせて発電することが不可欠です。

＊1 原子力発電の燃料であるウランは、一度輸入すると長期間使用することができ、　
　　再処理してリサイクルすることが可能なため準国産エネルギーとして扱われます。
＊2 日本は2016年度実績（総合エネルギー統計）
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自給率 8%

出典：ＩＥＡ「ENERGY BALANCES OF OECD COUNTRIES(2017 Edition)」／
　　 「ENERGY BALANCES OF NON-OECD COUNTRIES(2017 Edition)」
　　 を基に作成

エネルギー自給率
原子力を国産とした場合＊1

　原子力の発電コストは、事故リスク対応費用等の追加
コストを含めたとしても、他の電源と比べて遜色ありません。

　原子力や、太陽光・風力等の再生可能エネルギーは、
発電時にＣＯ２を排出しない電源です。

原子力発電の必要性
　将来にわたり電力の安定供給を確保していくために、原子力発電は｢安全確保｣を大前提として、欠かせない電源である
と考えています。エネルギー自給率の低い我が国では、｢安定供給｣に加え、｢経済性｣｢環境保全｣の観点からのエネルギー
ミックスが重要であり、原子力発電は、今後もベースロード電源として重要な役割を担う必要があります。

●主要国のエネルギー自給率（2015年）

●世界の人口推移

0

5,000

10,000
（百万人）

●主な電源の発電コスト（2014年モデルプラント）

出典：発電コスト検証ワーキンググループ「長期エネルギー需給見通し小委員会に
　　　対する発電コスト等の検証に関する報告（2015.5）」を基に作成
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●主な電源の１ｋWhあたりのCO2排出量
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出典：電力中央研究所報告書（2016.7）を基に作成

発電燃料からのCO2排出量

設備建設、燃料製造等からの
CO2排出量

石炭
火力

石油
火力

LNG
火力

LNG
コンバインド

太陽光 風力 原子力 地熱 中小
水力

出典：資源エネルギー庁「エネルギー基本計画（2014.4）」

＊試算の前提等によって数字は変わります。

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2015 2020 2030 2040 2050

2,536
3,033

3,701
4,458

5,331
6,145

6,958
7,383

7,795
8,551

9,210
9,772

●エネルギー・ミックスの考え方（Ｓ＋３Ｅ）

安定供給
Energy Security

安全
Safety

経済性
Economy

環境適合
Environment

●需要の変化に対応した電源の組み合わせ

予測

出典： UN「World Population Prospects: The 2017 Revision」を基に作成
＊2020以降は予測

発電量

電源の性格
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ピーク電源
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出力一定

ベースロード
電源
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出力変動可能

ミドル電源

　2018年７月に閣議決定された「第5次エネルギー基本計画」において、2030年度の国におけるエネルギーミックスが改め
て示されました。2030年の原子力の割合は引き続き20～22％程度と示されるとともに、再生可能エネルギーについては
主力電源化に向けた取組みを進める方針が示されました。

（注）FIT電気とは再生可能エネルギーの固定価格買取制度（Feed-in Tariff Program）のもと、調達した水力・太陽光・風力等の電気 
　　北陸電力がこの電気を調達する費用の一部は、北陸電力のお客さま以外の方も含め、電気をご利用のすべての皆さまから集めた賦課金により賄われており、この電気のCO2排出量については、

火力発電等も含めた全国平均の電気のCO2排出量を持った電気として扱われます。なお、2017年度のすべてのFIT電気の合計は4%となっています。
＊1 この電気には､水力､火力､原子力､FIT電気､再生可能エネルギー等が含まれます。
＊2 他社から調達している電気で発電所が特定できないものについては､｢その他｣の取り扱いとしています。
＊3 2017年度の構成比は、経済産業省の制定する「電力の小売営業に関する指針（2017年6月）」に基づき算定。

･ 2017年度には、原子力の発受電実績はありません。
･ 2017年度の「新エネルギー」には、「太陽光・風力等（FIT電気）」3%、
「太陽光・風力等（FIT電気除く）」1%未満が含まれます。
･四捨五入により合計値が一致しない場合があります。

北陸電力の電源構成は、北陸地域の豊かな水資源を
活かした水力発電比率の高さが特徴で、水力発電比率は
全国でもトップとなっています。
震災以降、原子力発電所が停止し、その代替として火力
発電所の高稼働が継続していますが、今後も志賀原子力
発電所の再稼働をはじめ、北陸電力初のＬＮＧ火力発電所
の新設や、費用対効果を踏まえた再生可能エネルギーの開発
に着実に取り組み、更なる電源の多様化に努めていきます。

■ 北陸電力の発電電力量構成比（自社小売需要に対する構成比）

北陸電力の電源構成

新エネルギー等 
1%

水力（FIT電気）1%未満
その他 1%＊2

2010年度

水力
24%

石炭
44%

石油等
3%

原子力
28%

新エネルギー 4％

LNG
1％

その他ガス 1％未満

石炭
58%

卸電力取引所 2％＊1

■ 発電設備の推移（箇所数・認可出力）

脱石油・電源多様化
（原子力・石炭火力・新エネ）石油火力開発

量の充足と安定供給重視 エネルギー安全保障が根幹  近年は環境も重視

水力開発

2017年度＊3

水力発電
28%

火力発電
66%

水力
（3万kW未満、
FIT電気除く）
15%

水力
（3万kW以上）
13%

再エネ
［水力＋新エネ］

原子力
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10%程度
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1号機（1993）

七尾大田火力2号機（1998）
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志賀原子力2号機（2005）

常願寺川有峰発電計画（1956～1960）

出典：資源エネルギー庁「総合資源調査会基本政策分科会（第25回会合）資料」を基に作成



燃料調達

配電

発電
送電・変電

発電用燃料として石炭、石油、LNG、ウラン
を海外から購入しています

原子力、水力、火力等の
発電所で電気をつくります

発電所から各地の変電所
まで送電線により電気を
運びます

太陽光発電

火力発電

風力発電

水力発電原子力発電

お客さま

発電所から各地の変電所
まで送電線により電気を
運びます各地の変電所から配電線により

皆さまのご家庭や工場等へ
電気をお届けしています

営業
お客さまのお役に立つ提案活動・
サービスをご提供しています
お客さまのお役に立つ提案活動・
サービスをご提供しています

　発電、送電・変電、配電の各部門では、経験豊富な従業員（技術マスター等）の指導のもと、事故復旧や巡視点検の技術・
技能の向上、技術継承を目的として、各種研修設備を使った実践さながらの訓練を実施しています。

　大規模電源の停止や大規模災害等、様々なリスクに備え、供給力確保に向けた取組み、設備対策および防災対策を確実に
実施しています。

■火力発電所での供給力確保に向けた対応
　志賀原子力発電所の長期停止により、火力発電所の高稼働が続いています。そのような中に
おいても、供給力確保のため、国への定期点検時期の繰り延べ申請や点検期間の短縮、短期の
中間点検の実施等、最大限の対策を講じ、需要が高まる夏と冬をできるだけ避けて点検を実施
しています。

■大規模災害時における対応力向上
　大規模災害時における初動対応から応援体制の確立や後方支援との連携確認を目的に各種
訓練を毎年実施しており、日頃から円滑な相互協力が行えるよう、環境整備を行っています。
　「非常災害対応実働訓練」では、拠点集合場所の設営、復旧応援班の受入れや自衛隊との協働
作業（資機材の運搬）等を実施しています。

■停電時間・回数の推移

安定した電気をお届けするためのグループ一体となった取組み

確実な供給力確保およびリスク発生に備えた対応力強化

流通設備の供給信頼度・機能維持対策の実施

エネルギーの効率的利用に向けた取組み
●お客さまから引き続き選択いただけるよう、ご契約内容や電気の使用状況、ニーズ等を踏まえ、コンサルティング
や省エネ機器の提案等の営業活動を実施しています。

■スマートメーターの着実な設置と効率的活用　
　全世帯への設置が2024年3月までに完了するよう、計画的に（毎年約20万台）設置しています。エネルギーの効率的利用
に資するスマートメーターの機能を利用し、会員サービス「ほくリンク」の「電気料金・使用量照会サービス」での使用量データ
提供等、お客さまへのサービス向上を図っています。

　設備の保守管理・運用を確実に行うとともに、高度成長期に施設した設備の更新工事が今後ピークを迎えることを踏まえ、
長期的な更新工事計画の平準化や施工力の確保に努め、設備の機能維持を図っています。

■「Ｅリーグ北陸」による取組み
　2015年７月、北陸電力の送配電工事を実施する企業と「Ｅリーグ北陸」という企業グループを立ち上げ、送配電工事従事者
の人材確保・育成に向けた取組みを進めています。 今後も緊密な連携を図り、電気の安定供給に努めていきます。

■配電工事用ロボットの開発に向けた研究
　大学およびメーカーと共同研究により、作業員を補助するアシストアーム（配電工事用ロボット）
の開発に取り組んでいます。
　将来的には、配電工事における作業を自動化することにより、作業の効率化、省力化と作業者
の負担軽減を目指すとともに、配電工事のイメージアップを図ることで担い手確保につなげて
いきます。

自衛隊との協働訓練の様子

火力発電所定期点検の様子

取組みのポイント
●送配電工事業の使命感・やりがい等を就職希望の学生とそのご両親、就職
担当の教職員の皆さまにＰＲするパンフレットや動画を作成。

●2018年3月、特設サイト「So-High（Eリーグ北陸）」を開設し、更なる
認知度向上・イメージアップを目指している。

●お客さま一戸あたりの
　年間停電時間・
　停電回数の推移

停電時間
（分／年）

停電回数
（回／年）

（年度）

福井豪雨
台風23号

2017年度実績
停電時間：26分/年間
停電回数：0.17回/年

停電時間 停電回数（実績）

’15 ’17’16’14’13’12’11’10’09’08’07’06’05’04’03’02’01’00’99’98’97’96’95’94’93’92’91’90’89’88’87’86’85’84’83

●電力供給に必要不可欠な燃料の
調達については、輸送コストが

抑えられる近距離国からの石炭受け入れの拡大や競争
入札の拡大等により経済性を求めつつ、安定確保に取り
組んでいます。
●2018年度に運転開始を予定している富山新港火力発電
所ＬＮＧ1号機については、燃料のＬＮＧの安全・確実な
受入に努めていきます。

燃料調達

●火力発電所の中央制御室では、
ボイラー、蒸気タービン、発電機

等多くの機器を24時間体制で監視し、巡視点検を行う
ことで異常の早期発見や事故の未然防止に努めています。
●水力発電では、巡視点検を行うとともに、気象状況や出水
状況を適切に把握し、ダム放流時には警報やパトロールを
実施する等、周辺地域の皆さまの安全確保を第一に設備
の運用を行っています。

発　　電

●送電線や変電所の設備の状態を
日々の巡視や点検で確認すると

ともに、設備故障発生時には迅速に対応できるよう常に
備えています。
●中央給電指令所や総合制御所では、電圧や周波数の変動
が少ない高品質な電気を維持するため、電力需要に合わせ
て各発電所の出力調整を行う等、24時間体制で電力系統
の監視制御を行い、電力の安定供給に努めています。

送電・変電

●各地の変電所からお客さまの
もとに電気をお届けするために、

電柱や電線等の配電設備の管理を行っています。
●電気のご使用に関する工事、故障対応、配電設備の改修
工事や定期的な巡視点検を実施しています。
●万一の停電事故発生時には、お客さまに少しでも早く電気
をお届けできるよう、迅速な復旧作業に努めています。

配　　電

営　　業

私は、富山新港火力発電所向けのＬＮＧ調達を担当しています。
２０１８年３月にＬＮＧ運搬船が初入港したときには、これまで取り組ん
できた受入体制の整備が形となったように思い、感慨深く感じま
した。ＬＮＧ関連設備の試運転開始後は、ＬＮＧの消費管理や配船調整
に携わっています。消費動向を注意深く見守りながら、社内外の関係各所と密に連携し、
適切な配船を行うことにより、ＬＮＧの安定調達に貢献できるよう業務に取り組んでい
ます。

北陸電力 燃料部 石油・ＬＮＧチーム　柳澤 恵莉
ＬＮＧの安定調達を目指してVoice

北陸地域の豊富な水資源を有効かつ安定的に発電するため、現場・
現物・現実を重視し、日々の業務に取り組んでいます。
トラブルによる停止で大切な水を無駄にすることの無いよう、機器
の変化を感じ取り、未然の手立てを講じることが重要で、そのために、
電気を作ってくれる様々な機器にいたわりを持って接する心が大切だと思っています。
今後も技術マスターとして技術的ノウハウは勿論のこと、その心も後進に伝承し、電力の
安定供給に貢献していきます。

北陸電力 富山支店 常願寺電力部 発変電保守課　肥田 清弘
一滴の水も無駄にしない更なる決意で・・・Voice

私は、系統保護部門の技術マスターとして系統保護装置と給電装置
の保守・設備更新工事に携わっています。日々、電力の安定供給を支
える系統保護装置・給電装置が正常に動作できるように、小さな異常
も見逃さず細心の注意を払い業務を行っています。また、課員が点検・
工事を安全且つ円滑に遂行するために、過去のトラブル事例や経験を活かした気づき力の
向上に繋がるポイント指導を実施しています。
今後も、後進がやるべき事を自ら気づき対応できるよう、技術継承を行っていきます。

北陸電力 富山西総合制御所 系統保護課　泉 隆志
気づき力の向上Voice

私は、今年４月から現場作業の他に作業計画の策定にも取り組んでい
ます。今までの現場作業とは違い、パソコン入力や設計書の整理等、慣
れない作業が多く毎日が勉強で新しく覚えることがたくさんあります。
これからは、現場作業から作業計画を立案する等の現場管理の仕事
にシフトしていく予定ですが、「安定した電気を届ける」という目標は変わりません。今後も
「安全最優先」の心を忘れずに業務に取り組み、１日でも早く現場管理面での信頼を得られる
ように努力していきたいと思います。

北陸電気工事 七尾支店 配電部 配電課　河上 誠典
安全最優先を目指してVoice

電線切断接続作業の様子

左：ポスター　右：パンフレット
特設サイト

「So-High」

安定供給に向けた取組み
　志賀原子力発電所の停止が継続する中、供給力の確保に向け水力・火力発電所の補修時期の調整等、可能な限りの対策
を講じるとともに、お客さまの省エネ等にお役に立つ提案をし、電気を効率的にご使用いただくことにより、安定供給を確保
していきます。
　引き続き、電力需給安定化に向けて北陸電力グループ一丸となって取り組んでいきます。
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特集 安定供給を確保する2

ＬＮＧ火力発電所建設工事の着実な推進

新設水槽

新設水圧管路 , 余水路

新姫川第六発電所（イメージ）

 有峰第二発電所
水車羽根車（ランナ）

有峰第二発電所 全景

サービス会員制度「ほくリンク」の充実

パートナー企業との提携によるサービスの高付加価値化（ガス、通信会社等）

総合的なソリューションサービスのご提供

再生可能エネルギーの導入拡大

2018年3月17日 ＬＮＧ運搬船の初入港

＊ 北陸電力2016年度調整後CO2排出係数（0.624kg-CO2/kWh）を使用して試算

発電所名

有峰第二発電所

出力変更時期

2018年3月

出 力
123,000kW
（3,000kW増）

CO2排出量削減効果

約1,770t-CO2/年＊
発電電力量（増加量）
約300万
kWh/年

＊ 従来目標:2025年度までに2.4億kWh/年拡大　2020年度までに1.5億kWh/年拡大

●CO2排出係数・排出量の推移

（注）北陸電力の電気をご使用のお客さまが、「地球温暖化
対策の推進に関する法律」（温対法）に基づく国への報
告において、「温室効果ガス排出量」の算定では「基礎
CO2排出係数」を、「調整後温室効果ガス排出量」の
算定では「調整後CO2排出係数」をご使用いただく
ことになります。

＊調整後の値は、CO2クレジット（2012年度まで）、再生
可能エネルギーの固定価格買取制度に伴う調整分
（2012年度より）等を反映。

基礎CO2排出量 基礎CO2排出係数
調整後＊CO2排出量 調整後CO2排出係数

2025年度までに
［2020年度（中間目標）］

達成時期

2.7億kWh/年拡大
［1.8億kWh/年拡大］

発電電力量拡大目標（2007年度対比）

　北陸電力初のＬＮＧ火力発電所の新設や、再生可能エネルギーの開発に着実に取り組み、一層の電源多様化による
安定供給と低炭素社会の実現に貢献していきます。

●水力発電電力量の拡大目標

●有峰第二発電所の概要

　北陸電力は、常願寺川水系の有峰第二発電所において、水車の設備改修（水車羽
根車の取替）に伴う性能確認試験結果により、発電所出力を３,０００キロワット増加
できることを確認したことから、出力を変更しました。

　富山新港火力発電所において、ＣＯ2排出量が少ないＬＮＧ（液化天然ガス）を燃料とする
コンバインドサイクル発電設備※の11月営業運転開始を目指しています。引き続き、安全
最優先で工事を着実に進めるとともに、運転開始後は、安定運用に努めていきます。
　2018年3月には、LNG運搬船が初入港し、LNG関連設備の試運転を開始いたしました。

●水力発電電力量の拡大（2007年度対比）
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　北陸電力は、電源の低炭素化の取組みの一つとして、水力発電電力
量の拡大を目指し、既設設備の改修等による出力増加に積極的に取り
組んでいきます。当初計画よりも水力発電電力量の拡大が進んでいる
ことから、2017年度に従来の目標＊を上方修正しました。

電源の低炭素化に向けた取組み

●コンバインドサイクル発電設備：ガスタービンと蒸気タービンを組み合わせた発電設備で、従来の蒸気タービンでの発電と比較して熱効率が高く、エネルギー
の有効活用が図れる。

用語解説▶

　「ほくリンク」会員数は、2018年3月末時点で約25万件に達し、順調に増加しています。
　地域企業の商品やポイント等と交換可能な｢ほくリンクポイント｣サービスや電力需要のピーク時間に協力企業・団体の店舗
へ出かけていただくことで、ご家庭の電力のご使用を控えていただくクーポン配布型デマンドレスポンスサービス「出かけて
節電」等、多くのお客さまにご利用いただいています。

　また、料金メニューでは、節電量に応じて電気料金が割引になるお得な料金メニュー｢節電とくとく電灯｣について、加入
対象を2017年６月から30Ａ以上に拡大（従来は60Ａ以上）するとともに、節電実施期間につきましても、夏季・冬季に拡大
（従来は夏季のみ）する等、より多くのお客さまにご利用いただけるよう、サービスの充実を図っています。
　引き続き、お客さまニーズを踏まえ、各種サービスの充実に努めていきます。

　地元ガス会社や、北陸電力が初めてとなる大手携帯電話会社全３社との提携等、相互のブランドを活かした、これまで
とは違った新たなサービスの提供により、北陸電力のサービスの魅力を高めていきます。

工場での省エネコンサルティング

家庭分野の取組み

　競争環境が激しくなる中、お客さまから当社を選んでいただくため、北陸の地で事業を営む当社にしかでき
ない様々なサービスを提供し、電気＋αの価値を感じていただけるよう取り組んでいます。
　お客さまの業種や規模は様々で、本当にいろいろなニーズが存在しますが、その一つ一つに真摯に向き合い
精一杯取り組むことが、お客さまに信頼いただくためには特に重要と考えています。その取組みを通して、これ
までの北陸電力を超えるサービスの提供を目指して、当社との契約価値を高めていきたいと思っています。

これまでの枠組みを超えたサービスの提供を目指して

　　　
北陸電力 富山支店
営業部 営業担当
杉谷 晃彦

　お客さま個別の電力使用状況や設備内容等を聞き取り調査することで最適な省エネ提案
を行うサービスとして「省エネ個別提案サービス」を引き続き実施しています。
　また、今後は、設備のオフセット、補助金活用など経営者目線に立った提案や、電気だけで
なくガス等の燃料も含めた提案等、お客さまの多様なニーズにお応えできるよう魅力ある
サービスの強化に取り組んでいます。

法人分野の取組み

お客さまから選択いただくための取組み
　厳しさを増す競争環境においても、お客さまから引き続き北陸電力を選択いただくために、地域に密着した営業活動
やお客さまニーズを捉えた魅力的かつ付加価値の高いサービスの提供等に取り組んでいます。

Voice

【ポイントサービス】 会員入会や「ほくリンク」サービスの
 利用で「ほくリンク」ポイント付与
【出かけて節電】 会員サイトで協力企業で使える
 お得なクーポンを提供

【ポイントサービス】 ポイント交換依頼に対し、
 自社ポイント付与や商品券など提供
【出かけて節電】 クーポン持参のお客さまに対し、
 特典割引を提供

【ポイントサービス】 「ほくリンクポイント」を協力企業商品券等に交換
【出かけて節電】 協力企業で特典・割引クーポンを利用

会員

協 力 企 業送客

特
集 3 競争力を高める

＊ 環境省公表の2016年度電気事業者別排出係数の代替値(0.512㎏-CO2/kWh)を使用して試算

●新姫川第六発電所の概要

　北陸電力グループの黒部川電力株式会社が、新潟県糸魚川市において、2022年
度の運転開始に向け新規水力発電所｢新姫川第六発電所｣の建設を進めています。

発電所名

新姫川第六
発電所

出 力

27,500
kW

発電電力量

約8,500万
kWh/年

CO2削減量

約4.40万t-CO2/年＊

運転開始予定

2022年4月

’05 ’06 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16

1,139
1,288

1,851
1,547

1,016
1,251

1,852 1,863 1,769 1,803 1,726

0.407
0.457

0.632
0.550

0.374
0.423

0.641 0.663 0.630 0.647 0.627 0.640

0.483

0.309
0.224

0.546 0.494
0.628 0.640 0.615 0.624

（万トン）

（kg-CO2/kWh）
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’17

0.593

0.574

1,700
1,646

同1・2号機
通年停止

同2号機
営業運転再開

同1号機
営業運転再開

同1・2号機
通年停止（2011～）

志賀原子力発電所2号機
営業運転開始
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首都圏エリアの電力販売
送配電事業本部の設置

経営効率化への取組み
　北陸電力は、2011年の東日本大震災以降、志賀原子力発電所の停止に伴う燃料費増加など厳しい経営環境に対処
すべく、人件費の削減や石炭火力発電所の定期点検工程の見直し、諸経費の削減等の効率化に取り組んできました。
　2017年度には、社長を委員長とする「経営基盤強化委員会」を設置し、効率化に向け聖域を設けず取り組み、2016年度
の効率化320億円を上回る340億円の効率化を達成しました。
　また、2018年度以降、向こう３か年の効率化目標として、需給関連費用の効率化等の深掘りにより、従来を上回る合計
430億円の効率化に取り組むことといたします。今後とも、聖域を設けず、更なるコスト削減への取組みや自由化環境を通じ
た販売利益の最大化、経営資源を活用した新規事業への挑戦を継続していきます。

●2018年度以降の効率化計画●震災以降の効率化額推移
主 な 内 容項　目 効率化額

人件費関連の
削減

90億円

＊ 効率化額は、2018から2020年度の3か年平均値。2008年改定料金対比

●役員、従業員の年収水準の引下げ
●保健館(保養所)の廃止、持株助成金の助成率引下げ、寮・社宅利用料
の引上げ等の福利厚生制度の見直し
●業務の集約化等による労働生産性の向上

需給関連費用
の効率化

150億円
●石炭火力発電所の定期点検期間短縮（工法変更等） による燃料費の削減
●経済性に優れた電源の活用(水力･LNG火力発電電力量の拡大）
●供給余力を活用した卸電力取引所への販売拡大
●低コストな近距離ソース炭の利用拡大による燃料費の削減

修繕・設備関連
費用の削減 110億円

●安定供給および工事施工力への影響を見極めたうえで、設備の補修時期
や点検時期の見直し拡大
●工事仕様の見直し、競争入札や共同調達等、多様な調達方策活用による調
達価格の低減▲7％

その他経費関連
の削減

合　　計

80億円

430億円

●施策の取捨選択等による諸経費全般の削減
●競争入札や共同調達など多様な調達方策活用による調達価格の低減▲7％
●ＰＲ施設「エルフプラザ」の廃止
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収益性を高める組織体制の整備

●首都圏エリアでの「北陸かがやき契約」の認知度向上に向けたＰＲの実施

●「北陸＆首都圏Ｗ契約でふるさと特典プレゼントキャンペーン」等を活用した加入促進

●他事業者とのアライアンスを活用した販売拡大
－ガス販売会社やその他インフラ企業等

●社長直属の「送配電事業本部」を設置し、
送配電業務（送電・変電・配電等）を移管

●「北陸Bizかがやき契約」「低圧電力」を活用した営業活動の展開

●北陸エリアと首都圏エリア一体での営業活動の展開やサービスの提供

●首都圏エリアに営業基盤を有する代理店を活用した営業活動の強化

電力システム改革への的確な対応

① 送配電事業本部の設置首都圏エリアで
販売

社長

支店・支社

管
理
間
接
部
門

営
業
部
門

配
電
部

火
力
・
原
子
力
部
門

電
力
流
通
部

●販売業務の地域拠点として、現在の支店・
支社を全て「支店」に統一 
（支店・支社電力部の水力発電業務は、本店
所属の「水力センター」へ移管）

●送配電事業本部の地域拠点として富山・
石川・福井の各県に「送配電支社」を設置

② 支店・支社の体制変更

～2018年6月
社長

支店送配電支社

管
理
間
接
部
門

営
業
部
門

発
電
部
門

2018年7月～

送
配
電
総
務
部

用
地
部

送
配
電

サ
ー
ビ
ス
部

配
電
部

電
力
流
通
部

送配電事業本部

送
配
電
企
画
部

＊ 内部機構については省略

社長

経営企画部

関連事業室

社長

体制整備前（～2018.6） 体制整備後（2018.７～）

事業開発部 経営企画部

社長

営業本部

エネルギー
営業部 営業部リビング

営業部

社長

営業本部

エネルギー
営業部

電力
取引部

営業
本部室リビング

営業部

体制整備前（～2018.6） 体制整備後（2018.７～）

○新規事業に関する総合調整

○新規事業の調査･分析、事業化の調整、
実施、支援

○グループ会社の経営管理

社長

土木部

水力・新エネ室

社長

体制整備前（～2018.6） 体制整備後（2018.７～）

水力部 土木部

○水力設備工事計画の策定・管理

○水力部門の業務に直結する
新規事業

〈営業本部室〉
○営業本部長の意思決定サポート
○営業基本計画の策定
○販売に関する新規サービス等の検討

〈電力取引部〉
○電力取引業務の更なる高度化への
対応

支店・支社

技
術
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総
務
部
・
総
務
担
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配
電
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電
力
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営
業
部営

業
所

総
合
制
御
所

～2018年6月 2018年7月～

＊ 内部機構については省略
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）
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支店〔富山、石川、福井〕
支社〔高岡、魚津、七尾、小松、丹南〕

〔富山、石川、福井〕

富山、高岡、魚津、
石川、七尾、小松、
福井、丹南

支　店

送配電支社

総
務
部
・

総
務
担
当

営
業
部

支　店

送配電支社

北陸エリア以外での取組み

［体制整備の概要］　いずれも2018年７月に整備 ［ 主 な 任 務 ］

総合エネルギー事業の展開

家
庭
分
野

事
業
開
発
部

営
業
本
部
室
・
電
力
取
引
部

水
力
部

法
人
分
野

　2020年4月からの送配電部門の法的分離への円滑な移行に向け、2018年７月に移行準備組織として「送配電事業本部」
を設置し、法的分離後の組織・業務運営の検証を行っています。 送配電事業の一層の公平・透明かつ中立的な事業運営体制を
確保するとともに、北陸電力全体が総合力を発揮しながらお客さまの期待にお応えできるよう努めていきます。

　既存事業領域の拡大や新たな事業領域の創出に向けた体制を整備しました。これら体制整備を通じ、社会のニーズを捉え
た新規事業・新サービスの検討・展開を加速しています。

変
更
点

●関連事業室を社長直属の「事業開発部」として独立

変
更
点

●営業部を改組し、営業戦略策定等の本部長スタッフ業務を所管する
　「営業本部室」および電力取引業務に特化した「電力取引部」を設置

変
更
点

●水力・新エネ室を社長直属の「水力部」として独立
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業務品質の向上
原子力安全推進部の取組み

　原子力部門の活動全般を監視するため、本年２月
１日に社長直属の組織として原子力安全推進部を設置
しました。
　同部は、原子力部門を訪問し、現場の作業や訓練等
の観察、会議の傍聴、発電所員へのインタビュー等を
行いながら、志賀原子力発電所の安全性を更に高める
ための改善点を抽出し、さまざまな提言を行ってい
ます。

全社的な業務品質の向上
原子力部門以外の各部門においても、志賀原子力
発電所雨水流入事象を教訓として、間接要因である
「問い直す姿勢」や「学習する姿勢」の向上に取り組む
ことで、全社的な業務品質の向上を図っています。

安全に対する基本的な考え方
　北陸電力は、2007年に判明した志賀原子力発電所
1号機の臨界事故を含む発電設備に係る不適切事案を
受け、「隠さない風土と安全文化」の構築に向け、全社
をあげて再発防止対策に取り組んできました。
　この再発防止対策については、2011年2月に、社外
有識者で構成された再発防止対策検証委員会において
「隠さない風土と安全文化」が定着したとの評価を受け
た後も、従業員一人ひとりが「『隠さない風土と安全
文化』を決して風化させてはならない」ということを肝
に銘じて「息の長い取組み」として活動を継続・改善し
てきました。
　今後も、これまで築いてきた安全文化を更に深化さ
せるとともに、全社的な業務品質の向上を図り、地域の
皆さまに「信頼」され「安心」していただけるよう取り
組んでいきます。

安全最優先の啓発活動と安全品質の強化

●経営幹部と現場最前線従業員とのフランク対話
　フランクな対話活動を通じて、経営幹部の安全最
優先に対する考えや熱意を社内に浸透させ、社内の
意思疎通向上を図っています。

●失敗事例の共有化による再発防止
　「電力保安委員会」や「失敗事例活用連絡会」等を
通じて、発生した失敗事例の教訓を社内で共有し、
各部門が改善に取り組むことにより、類似した事故や
トラブルの再発防止を図っています。

コンプライアンス推進
　2002年に社長を委員長とするコンプライアンス推進
委員会を設置し「行動規範」を制定しました。

安全文化の深化
　また、コンプライアンス推進の実効性を更に高める
ため、2003年に企業倫理情報窓口「ホイッスル北電」
を設置、2007年には社外の第三者（弁護士）への通報
窓口を追加し、2010年にはグループ会社のコンプ
ライアンス違反も通報対象とする等、順次改善を図って
います。
　更に、経営幹部、管理職、一般社員の各層を対象と
したコンプライアンス研修の実施やコンプライアンス
推進月間の設定により、意識の浸透・定着に努めると
ともに、職場毎の集団討議を実施する等、自律的な
取組みを通じてコンプライアンスの推進を図ってい
ます。

●各職場での集団討議の実施
　従業員のコンプライアンス意識の維持のため、全職場
で、行動規範、事例集等に加え、具体的なケース（不
祥事・失敗事例等）をテーマとして選出し、活発な集団
討議を実施しています。

安全衛生活動
　北陸電力では、「安全と健康はすべてに優先する」と
の基本的考え方に基づいて安全衛生管理方針を策定
し、従業員一人ひとりの安全確保と健康増進を目的に、
「先取り安全と総合的健康管理の徹底による快適な
職場づくり」を推進しています。2017年度は、気象など
状況変化を想定した危険予知訓練の強化や、階層別
教育における健康管理意識の啓発により、従業員の
危険感受性向上と自主健康づくりに努めました。

フランク対話

経営層や本店部所長による審議（電力保安委員会）

コンプライアンス講演会

　過去の不適切事案を「二度と繰り返さない」という強い
決意を全社で共有し、これまでの取組みを通じて定着し
た「隠さない風土」「安全最優先意識」の風化防止を図る
ため、6月をコンプライアンス推進月間に設定しています。
　月間中には、社長メッセージの社内テレビ放送やコンプ
ライアンス講演会、コンプライアンス推進委員会、グループ
会社コンプライアンス推進会議を行っています。

コンプライアンス推進月間

新しい全社共通行動スローガンの制定
2017年度は、臨界事故を含む発電設備に係る
不適切事案の判明から10年の節目になりました。この
間、全社一丸となって「隠さない風土と安全文化」の
構築に取り組んできましたが、安全文化の深化に
終わりはありません。今一度、全社一丸となって取り
組む姿勢を明らかにし、「問い直し、言い出し、みんな
で解決する」職場づくりを促すため、全社行動スロー
ガンを以下のとおり、一新しました。

各職場で、毎朝、新スローガンを唱和し、気持ちを
新たにしています。

志賀原子力発電所雨水流入事象を踏まえた対応
2018年1月10日の原子力規制委員会において、
2016 年9 月28 日に発生した志賀原子力発電所
2号機の原子炉建屋内への雨水流入事象に関する
北陸電力の原因分析およびそれに基づく再発防止
対策について、「概ね妥当」との評価をいただきま
した。
いただいたご意見を真摯に受け止めるとともに、
現在進めている対策を確実に実施し、再発防止に
努めています。

適時的確な社内外への情報連絡
　雨水流入事象において、地域の皆さまへご心配を
おかけしたことも踏まえ、地域の皆さまにこれまで
以上にご安心いただけるよう、公表の在り方について、
石川県・志賀町と相談のうえ、公表の時期に関する
基準を変更いたしました。
　また、社内の対応としては、従来よりも軽易と考え
られるトラブルであっても、速やかに社長、役員およ
び原子力部門以外の関係部署への情報共有ができる
よう、社内情報のフローを見直して実施しています。

●問い直す姿勢の不足→（例）リスク予知活動
重大な事象に発展すると
考えにくい事態が次第に
悪化していくことを論理
的に想像する能力につい
て職場討議を通じて向上
させる。

●学習する姿勢の不足→（例）「現場力」の強化
　暗黙知の形式知化およびノウハウの伝承を行う。
（例）伝承すべき「コツ・ツボ」等を収録した動画を
  作成し、作業前の事前学習等に活用

リスク予知活動

主
な
業
務

原子力部門の活動状況全般に関する監視の計画、
実施

原子力部門における業務運営の改善・改革活動の
支援、進捗状況のフォロー

「私は　変革に挑戦します
常に問い直し　安全・品質の向上を図ります
本音で議論し　みんなで解決します」　　

原子力安全推進部

品質管理部

経営企画部

原子力部

地域社会部

志賀原子力発電所

・
・
・

品質管理推進室

考査室

原子力監査室

原子力
本部

社
　
長

安全文化の取組み
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グループ一体となった環境保全の取組み
「循環型社会」の形成、生物や自然の恵みに配慮した持続可能な事業活動に取り組んでいます

●水源かん養：樹木、落葉および森林土壌の働きにより、降水を効果的に地中に浸透させ、長期にわたり貯留・流下することにより、洪水調整、渇水緩
和など河川流量の平準化を図る森林が有している機能。

用語解説▶

　３Rの積極的な推進
廃棄物の発生量の抑制（Ｒｅｄｕｃｅ）、再利用（Ｒｅｕｓｅ）、
再資源化（Ｒｅｃｙｃｌｅ）に取り組んでいます。
●産業廃棄物リサイクル率の向上
北陸電力グループで２０１７年度に発生した産業廃棄

物等の量は９４.２万tで、有効利用に取り組んだ結果、
リサイクル率は９４.８％となりました。

　グループ会社による３Ｒ活動

●機密文書のリサイクル
㈱ジェスコでは、万全のセキュリティーシステムと設備

を整え、機密文書リサイクル、文書保管、再生紙製品販売
のサービスを提供しています。セキュリティセンターでは
お客さまからお預りした機密書類を破砕処理し、製品
原料として製紙会社でトイレットペーパーやコピー用紙等
にリサイクルし、お客さまにお使いいただくという地域
循環型リサイクルを展開しています。２０１７年度のリサイ
クル量は約１,６５８tでした。
●ＰＣＢ廃棄物処理の推進
 北陸電機製造㈱は、これまでの変圧器等の現場解体
等を含む ＰＣＢ廃棄物の処理
促進への積極的な取組みが評価
され、中間貯蔵・環境安全事業㈱
（ＪＥＳＣＯ）から感謝状を授与さ
れました。

　森林保全活動の展開
従業員や家族が一体となって森林保全ボランティア
活動に取り組んでいます。
●「水の恵みをありがとう！森に恩返し活動」
北陸電力グループは“北陸地域との共生に向けた

活動”として、2008年度から北陸３県5地区（富山、魚津、
加賀、能登、福井）で森林保全活動を展開しています。
水源かん養※やCO2の吸収等、さまざまな恩恵を与えて
くれる森林に感謝の気持ちを込めて、2017年度までに
約4,300本の植樹や下草刈りを実施し、延べ7,260名
（他団体主催活動参加者を含む）が参加しました。
 また、能登地区会場では、活動10年目を記念して、
地元小学生や活動開始当時に参加いただいた元小学生・
教員等を招待し、記念植樹や永年参加者表彰を行い
ました。

　環境コミュニケーションの活発化

●社内環境意識の高揚
社内広報ツールで「地球にE～COと」を展開し、積極
的にエネルギー・環境に関するトピックスを発信してい
ます。
●環境展等のイベントでの情報発信
自治体や環境団体主催の環境展に出展し、北陸電力

グループの環境への取組みを紹介しています。2016
年度からは、ショッピングセンターで開催される環境展
にも出展し、北陸電力の「省エネ推進活動」「地域で行っ
ているエコ活動」「森に恩返し活動」等をＰＲしました。
●環境美化活動
北陸電力グループは、継続的に
事業所周辺や海岸等の清掃活動
を行っています。

●北陸電力グループ会社環境管理推進責任者会議の開催
グループ各社の環境管理推進責任者が出席して、

「北陸電力グループ環境管理計画」 や各社従業員の
環境意識高揚のための施策実施について意見交換を
行う等、グループ一体となった環境への取組みを推進
しています。
●従業員向け環境教育の充実
ｅｃｏ検定（環境社会検定試験）の受験を推奨し、
北陸電力ではこれまで約１,０００人が受験しています。

JESCOからの感謝状

環境美化清掃

活動当初 現在

お客さまサービスセンター

新聞広告

ＴＶＣＭ

お客さまサービスの向上
　電話によるお申込受付、お問合せ、ご相談等の年間
約52万件に達するお客さまからの声を「お客さまサービ
スセンター（お申込み・お問合せ・ご相談受付）」および
「ネットワークサービスセンター（停電・電気設備に関する
お問合せ受付）」が24時間体制で承っており、両センター
では迅速かつ、きめ細かなサービスに努めています。
　また、各事業所では、両
センターで承った、電気に
関するお申込み・ご相談へ
の対応や、電力量計の検針
等、お客さまにより近い場

所で業務を行っています。
　ご満足いただけるサービスをご提供するため、各種
教育を実施し、お客さまへの対応能力の向上を図って
います。

お客さまの声を大切に

インフォメーション
お客さまに知っていただきたい情報をタイムリーに
お届けしています。
●電気の安全なご使用方法
電気を安全にお使いいた

だけるよう、ご家庭でできる
電気製品の正しいご使用方
法を紹介しています。

●各種お知らせや注意喚起
　訪問調査や停電時の対応
方法等のご案内や、感電や
詐欺行為等に関する注意点
をお知らせしています。

電気の効率的なご使用
　お客さまに省エネの方法や電気のご使用状況について
お知らせしています。
●電気の効率的なご使用方法
エアコン・照明器具等の
電気製品の省エネ方法を
紹介しています。

●でんき予報
予想最大電力やピーク時の供給力、電気の使用実績
等、日々の電力情報を掲載しています。
http://www.rikuden.co.jp/denki-yoho/

ホームページ（家庭でできる電気の効率的なご使用方法）
http://www.rikuden.co.jp/denki-yoho/katei.html

お客さまのお役に立つ情報の発信

～お客さまからの声～
●契約容量変更時の説明について
　アンペア数の40Aと30Aの違いについて、普段のライ
フスタイルにあわせて親切にアドバイスしてくれた。
●停電の問合せに対して
　担当者の顧客対応が丁寧で礼儀正しく、停電時の対応
が大変良い。ブレ－カ－操作の説明も大変わかりやす
かった。

石炭灰の有効利用

　石炭灰（フライアッシュ、クリンカアッシュ）は主にセメント
原料（粘土代替）として有効利用されているほか、コン
クリート（フライアッシュ）やグラウンド表層材（クリンカ
アッシュ）への有効利用も推進しています。
　石炭灰を多くのお客さまにご利用
していただけるよう供給体制の
整備、品質の向上、PR活動に取り
組んでいます。

グラウンド表層材

環境保全への積極的な取組み 低廉で良質な商品サービスの提供

北陸電力が電気をお届けしているエリアで停電が発生した際、
停電に関する情報をリアルタイムでご確認いただけます。

[ご留意事項]携帯電話（スマートフォンを除く）では地図画像は表示されませんのでご了承くだ
さい。本サービスは情報を速やかに提供することを目的としているため、確定的でないものや事
実確認の進捗に応じて変更されるもの等が含まれていますのでご留意ください。また停電状況
によっては情報を提供できないことがあります。<ご提供できないケース：停電が約５分以内に
復旧した場合、瞬間的な電圧低下の場合、低圧（100Vや200Ｖ）設備が起因となる停電の場合、
作業に伴う停電の場合、お客さまの建物への引込線断線やお客さま建物内の設備不具合に起因
する停電の場合、特別高圧のお客さまの停電の場合>また、システムや通信のトラブル等により
情報を掲載できない場合がありますのであらかじめご了承ください。

北陸電力のホームページで
停電情報をお知らせしています

さ
ら
に
県
を
選
択
す
る
と

スマートフォン画面イメージ

HPトップ画面 現在の停電情報：市町村 現在の停電情報：町域

このバナー
をクリック

停電が発生している
地域を市町村単位で
オレンジ色表示

発生日時や
復旧見込時刻等を
ご覧いただけます

パソコン向けページ
▶http://www.rikuden.co.jp/teiden/otj010.html
スマートフォン向けページ
▶http://www.rikuden.co.jp/sp/teiden/otj210.html
携帯電話向けページ
▶http://www.rikuden.co.jp/m/teiden/otj410.html

▶スマートフォン用
QRコード

▶携帯用
QRコード

●停電情報は約5分間隔で更新
します。
●パソコンだけでなく外出先で
スマートフォン、携帯電話から
もご利用できます。
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出前講座
　次世代を担う小中学生や高校生に、エネルギーや
地球環境問題を身近なものとして捉え、理解を深めて
いただくため、社員等が講師として学校に出向く出前
授業や、発電所等の見学会を実施しています。
　2017年度には出前授業を121回、
見学会を49回実施し、あわせて延べ
6,670名にご参加いただきました。

公益財団法人北陸電力教育振興財団の運営支援
　北陸電力教育振興財団は、1981年の設立以来、
北陸三県および岐阜県の一部の高等学校に教育備品を
寄贈しています。また、2005年度からは次世代を担う
高校生の皆さんの将来の夢や目標を定めるきっかけ
作りとして、北陸地域においてさまざまな分野で活躍
されている方々を講師に迎え、自らの経験談等をご講演

教育活動をサポート

出前講座（鳥屋小学校）

　

いただく「元氣創生塾」も開催しています。2017年度
は11校にて実施し、好評を得ました。

北陸電力エネルギー科学館「ワンダー・ラボ」
　エネルギー科学館「ワンダー・ラボ」は、エネルギーに
関する楽しい展示や科学実験教室等の体験を通して、
子どもたちの科学するこころを育み、エネルギーや電気
に関心を持ってもらうためのお手伝いをしています。

インターンシップ
　学生の皆さんが職業観を養い、あわせて北陸電力
グループの事業に関する理解を深めていただくことを
目的に、インターンシップ※を実施しています。北陸電力
グループでは、2017年度には大学生・大学院生から
高校生まで約410名の学生を受け入れました。

●インターンシップ：学生が企業等において自らの専攻、
将来のキャリアに関連した就業体験をすること。

用語解説▶

「こども110番の車」運動
　北陸電力グループは、社用車に「こども110番の車」
ステッカーを貼り、子どもたちが助けを求めてきた場合
等に一時的な保護や関係機関への通報を行う「こども
110番の車」運動に取り組んでいます。
北陸電力を含めたグループ会社9社（約
1,400台）が運動に参加しています。

地域スポーツの振興支援
　北陸電力ハンドボール部「ブルーサンダー」による
ハンドボール教室、プロサッカークラブ「カターレ富山」
と連携したサッカー教室開催等を通じ、子どもたちの
健全な育成のお手伝いをしています。
　また、北陸電力では、これらを含むスポーツの主催
大会も実施しており、2017年度は教室・大会あわせて
約10,000名の子どもたちに参加いただきました。
　更に、ハンドボール部の小学生チーム「北陸電力
ジュニア・ブルーロケッツ」の男子チームが第７回ＪＨＬ
ジュニアリーグで２年連続４回目の栄冠
を手にする活躍を見せています。
　引き続き北陸地域のスポーツ振興
のお役に立てるよう努めていきます。

「こども110番の車」運動

北陸電力ジュニア・
ブルーロケッツ

地域と共に歩む
富山県の子育て支援事業への協力

　北陸電力は、富山県企業局の子育て
支援事業「とやまっ子すくすく電気」につ
いて、事務手続き面で協力しています。
　当該事業は、同局が保有する水力発電の売電収益の
一部を活用し、県内の子育て家庭に支援金を支給する
もので、公営電気事業者として、子育て支援を直接実施
することは、全国初の取組みです。（2018年8月開始）
　北陸電力は、同じ電気事業を営む事業者として、同
事務局との協働を通じて、少しでも北陸地域の皆さまの
お役に立てればと考えています。

産学官連携活動
　技術開発研究所では、大学と共同で系統解析や雷
放電の解析・影響評価に関する研究を行い、電力の安定
供給に向けた技術開発に取り組んでいます。また、富山
大学の「次世代スーパーエンジニア養成コース」等へ
コーディネータや講師を派遣し、地域の先端技術力を
活かした将来の技術統括リーダー等の育成に向け、産学
官連携の強化に取り組んでいます。

国、自治体への情報公開
　志賀原子力発電所の事故や故障等のトラブルについ
ては、法令に基づいて国に報告するとともに、安全協定
等に基づき石川県、志賀町など関係自治体に報告して
います。
　また、法令や安全協定に該当しない事象についても、
石川県、志賀町等との間で締結している覚書等に基づ
き、連絡や公表を行っています。

地域の皆さまへの情報公開
　志賀原子力発電所において事故やトラブルが発生
した場合、プレスリリース等により速やかに公表してい
ます。また、東日本大震災を踏まえた対策等、対応状況
について適切に公開しています。
　そのほかに、ホームページや広報誌でも原子力情報
をご提供するとともに、PR施設や支店に設置した原子
力情報コーナーでは報告書等の関係図書をいつでも
ご覧いただけるよう揃えています。
●ホームページ　
　志賀原子力発電所における安全対策の取組みや、新規
制基準への適合性確認に係る申請の審査状況等に加え、
放射線や原子力防災に関する情報を掲載しています。
　また、志賀原子力発電所構内と周辺で常時測定して
いる放射線データ等についてもリアルタイムで表示して
います。

●生活情報誌「えるふぷらざ」
　北陸地域にお住まいのお客さま
へ「えるふぷらざ」を配布し、ホーム
ページにも掲載しています。
　お客さまに役立つ情報やエネル
ギーまんが等、わかりやすくお伝え
しています。北陸電力キャラクター
「りくこ」も登場しています。

原子力発電所の環境放射線のモニタリングと
情報公開　

　原子力発電の運転によって周辺に放出される微量な
放射線および放射性物質が、環境に影響のないことを
確認する周辺環境モニタリングを行っています。
　発電所周辺の敷地境界付近に7か所のモニタリング
ポストを設置し、放射線レベルを常時測定、記録すると
ともに、中央制御室で集中監視を行っているほか、発電所
周辺にモニタリングポイントを12か所、そのほか金沢市と
羽咋市にそれぞれ1か所ずつ設置し、3か月ごとの積算
線量を測定しています。
　また、発電所敷地内外の海水、土壌、農畜産物等を
定期的に採取し、これらに含まれる放射性物質の分析・
測定をしています。
　環境モニタリングは、北陸電力のほか石川県および富山
県でも実施し、ホームページで公表しています。また北陸
電力および石川県の測定結果は、石川県環境放射線
測定技術委員会で技術的に評価され、更に石川県原子
力環境安全管理協議会で確認・公表されています。

原子力の情報公開

■石川県・志賀町との連絡基準（概要）・実績
内　容連絡区分

Ⅰ

区分Ⅰよりも緊急性の程度は低いが、速やかな連絡が必要なもの

Ⅱ

保守情報として連絡することが適当なもの
Ⅲ

●日常の保守作業
特に連絡を要しないもの

Ⅳ

安全協定第9条（異常時における連絡）に該当するもの
●法令等に基づいて国に報告する事項と同一

A

安全協定第９条に該当しないもので、早急な連絡が必要なもの
B

2017年度実績

0件

0件

1件

1件

ー

●原子炉停止中に主要な機器等に軽度な故障があったとき
●点検作業において放射性物質を含まない水が漏洩したとき  等

●発電機出力が低下したとき
●原子炉運転中に主要な機器等に軽度な故障があったとき
●管理区域内で放射性物質が一定量以上漏えいしたとき  等

●送電線への落雷等の影響（外的要因）で原子炉が停止したとき
●発電所の周辺地域で相当程度の地震を観測したとき  等

生活情報誌「えるふぷらざ」

アリス館志賀

　原子力ＰＲ施設「アリス館志賀」では、原子力発電のしくみ・必要性や志賀原子力発電所の
安全対策の取組み等について、わかりやすく説明しています。
　また、地域交流や子どもたちの科学する心を育むためのイベント、地元小学生を対象とした科学
教室等を行っています。

コミュニケーション活動

アリス館志賀サイエンスショー

大 　 学 研 究 件 名

■２０１7年度の大学との共同研究件名

福井大学

東京大学

静岡大学

同志社大学

PV新型単独運転検出機能とDVS機能が系統安定度に与える影響の評価

現実的な電力系統モデルを用いた系統安定度に資する分散型電源制御手法の開発

配電線雷事故率予測計算手法の精度向上

ZnO素子の不均質性による送電用避雷装置の故障様相への影響評価

http://atomic-monitoring.rikuden.co.jp/map

地域社会との共生
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人権の尊重と良好な職場環境の確保 業績・財務ハイライト

働き方改革の推進に向けた取組み
　「ワークもライフも大活躍の北陸電力グループ」を
目指し、仕事の改善に取り組むとともに働き方改革を
推進し、労働生産性向上を図っています。
　働き方改革は「仕事のやり方改革」、「意識改革」、
「技術革新活用」の３つの柱で進めており、2017年度
の成果として、従業員一人あたり60時間程度の総実
労働時間の短縮を実現しています。
●新勤務制度の導入
　2018年度からは、性別や年齢、個々人の事情に応じ
た柔軟な働き方をサポートするため５つの「新勤務制度」
を導入しています。

●新技術の導入
　ドローンの巡視・点検への活用や、ウェアラブルカメラ
やタブレット端末等を使った事務所からの現場作業支援の
検討等、新技術を積極的に活用した業務品質の向上と
効率化にも取り組んでいます。

　効率的で生産性の高い働き方を追求することで、メリ
ハリのある生活の実現を推進しています。

ダイバーシティ推進に向けた取組み
　性別・年代を問わず様々な能力や価値感を持つ従業
員の活躍により、大胆な業務改革や多様なサービス
の提供を実現するため、「ダイバーシティ推進」に積極
的に取り組んでいます。
●イクボス宣言の実施
　経営幹部や管理職が部下のワーク・ライフ・バランス

を応援し、自らも仕事と私生活を楽しむ“イクボス”とな
ることを宣言し取り組んでいます。
●女性の活躍
　女性従業員がより意欲を持って働くことができるよう
職域を拡大してきており、技術部門においても運転・
設計・保守業務等で多くの女性従業員が能力を発揮
しています。
　また、各業界の女性リーダーの協力を得て女性役職
者の活躍をフォローする「メンタープログラム」の導入
や、地元企業との情報交換を通じて女性のキャリア形成
や働き方について相互理解を深める異業種交流会
「輝く！COSMOS project」を発足し定期的に開催し
ています。
　更に、女性役職者数の目標を「2020年を目途に
2015年（24名）の3倍程度（約70名）を目指す」と
設定している中、目標達成に向けた
取組みの成果もあり、2017年1月に
厚生労働省より女性活躍推進法に基づ
く認定「えるぼし」の最高位である3段
階目を取得することができました。

仕事と育児・介護との両立支援
　育児・介護休業制度、短時間勤務制度や子の看護
休暇制度、介護休暇制度の制定・拡充を図っています。
　育児休業制度の2017年度活用実績は、出産女性が
100％（16名）、男性が2名となっています。
　また、育児・介護休業者にパソコン
を貸出し、社内情報を提供している
ほか、育児・介護のセミナーを開催す
る等、安心かつ意欲を持って業務に
取り組めるよう支援しています。

ウェアラブルカメラ・モニターによる遠隔支援検証例

働きやすい職場づくり

「えるぼし」マーク

●時間単位休暇 ●勤務間インターバル
●朝型勤務 ●ハイパーフレックスタイム勤務
●在宅勤務

人権問題への取組み
　人権問題に対する理解浸透を図ることを目的に、「人権
啓発推進委員会」を1995年から年１回開催し、グループ
大での情報交換を行い、差別のない風通しのよい企業
風土づくりを推進しています。

　例年、外部講師を招き、差別問題やハラスメント、
ダイバーシティ等に関するテーマで「人権講演会」を実施
しています。2016年からは、ダイバーシティへの理解
を更に深めてもらうことを目的に「人権週間（12/4～10）」
に合わせ「プログレス・ウィーク」を設定し、社長メッセージ
発信や職場討議等を実施しています。

人権の尊重

くるみんは「子育て
サポート企業」として、
厚生労働大臣の
認定を受けた証です。

「くるみん」マーク

〈取組みの結果〉
●「くるみん」認定取得（2013年5月）
●「元気とやま！仕事と子育て両立支援企業表彰」受賞（2015年9月）
●「富山県子宝モデル企業」表彰（2017年2月）
●「福井県子育てモデル企業」認定（2017年4月）

収支状況／電気料金

（％）

●連結自己資本比率

＊自己資本比率＝自己資本／総資産
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●連結有利子負債残高
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●連結ROE（自己資本利益率）

＊ROE ＝自己資本利益率
 ＝当期純利益／自己資本
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●連結ROA（総資産営業利益率）

＊ROA ＝総資産営業利益率
 ＝税引後営業利益／総資産
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●連結経常利益
（億円）
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売上高（営業収益）は、電気事業における燃料費調整額の増加や再エネ特措法賦課金・交付金の増加等から、前年度に比

べ537億円増の5,962億円となり、これに営業外収益を加えた経常収益は523億円増の5,988億円となりました。
また、経常利益は、電気事業において、水力発受電量が増加したことに加え、人件費をはじめ更なる効率化に努めたもの
の、高稼働・高経年設備に係る修繕費の増加や大型石炭火力２基の稼働減に伴う燃料費の増加等により、北陸電力個別
決算では２年連続で過去最大の経常損失となりました。一方、連結決算では、電気事業以外における請負工事の受注増加
等により、前年度に比べ６億円増の26億円となりました。これに法人税等を計上した結果、親会社株主に帰属する当期
純損益は４億円の損失となり、２年連続の損失となりました。

電気料金について 
北陸電力は、電力の安定供給を確保しつつ、経営全般

にわたる継続的な効率化に取り組み、1986年以降、
計13回の値下げを行っています。
東日本大震災以降は、志賀原子力発電所が停止する
中、全社を挙げて効率化に取り組み、電気料金を維持
してまいりました。
しかしながら、2016年、2017年と２年連続での過去

最大の赤字（個別経常利益）や、2018年度以降も厳しい
収支が続くと見込まれること等を踏まえ、2018年4月
1日から一部のお客さまを対象として電気料金の値上げ
を実施させていただきました。
なお、値上げに際しては、経営基盤強化委員会にて、
聖域を設けず効率化の深掘りについて検討し、430億
円のコスト削減を前提とすることで値上げ幅を可能な限
り抑制いたしました。

●連結売上高／販売電力量
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＊親会社株主に帰属する当期純利益を記載

●連結当期純損益
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環境にやさしい植物油
インキを使用しています。

環境に配慮した「水なし印刷」
で印刷しています。

この用紙は間伐材を中心とした国産材を原料として生産されて
います。用紙価格の一部は里山再生・保全団体の活動をサポート
するために使われ、生物多様性の保全と地球温暖化対策の両面
で社会貢献することができます。

http://www.rikuden.co.jp

〒930-8686　富山市牛島町15番1号
TEL.076-441-2511（代表）／FAX.076-405-0103

北陸電力グループ
お客さまの暮らしやビジネスに密着した事業を展開しています

北陸電力（株）
電気事業

日本海発電（株）
発電事業

黒部川電力（株）
発電事業

富山共同自家発電（株）
自家用電力の発電

北陸エルネス（株）
ＬＮＧ（液化天然ガス）の販売

北電パートナーサービス（株）
電力設備の保守・電力関連施設の運営

総合エネルギー

北陸発電工事（株）
火力・原子力発電設備の保守・工事

北電テクノサービス（株）
水力発電・変電設備の保守・工事

日本海建興（株）
建築・土木・舗装工事の設計・施工

北陸電気工事（株）
電気工事、情報通信工事、
空調・給排水工事

北電技術コンサルタント（株）
土木・建築工事等の調査・設計・監理、
測量、地質調査、補償コンサルタント

北陸電力ビズ・エナジーソリューション（株）
エネルギーソリューション事業

（財）北陸電気保安協会
一般用電気工作物の調査業務、
事業用電気工作物の保安業務、

電気の使用・安全等の公益目的事業

電気・エンジニアリング

日本海コンクリート工業（株）
コンクリートポール・パイルの製造・販売、

廃ポールリサイクル

北陸計器工業（株）
電力量計等の製造・修理・試験、
証明用電力量計の販売

北陸エナジス（株）
配電用開閉器等の製造・販売

北陸電機製造（株）
変圧器・配電盤の製造・販売

製　造

北陸通信ネットワーク（株）
広域イーサネットサービス「HTNet-Ether」、
法人向けインターネット接続サービス「HTCN」

（株）パワー・アンド・IT
データセンター事業

北電情報システムサービス（株）
情報システム開発・保守、

インターネット接続サービス「FITWeb」、
クラウドサービス「FIT-Cloud」

情報通信

北電産業（株）
不動産の賃貸・管理、人材派遣、
リース、ネットショップ「百選横丁」、

介護・福祉事業

北陸電気商事（株）
電柱広告

（株）北陸電力リビングサービス
お客さまの省エネで快適な生活のご提案

北配電業（株）
電柱広告、緑化工事の設計・施工

生活・オフィス

日本海環境サービス（株）
環境調査・測定・分析

（変圧器等絶縁油試験・分析、放射能分析等）、
環境コンサルティング、環境緑化の設計・施工

（株）ジェスコ
機密・保存文書のリサイクル・保管、

紙製品類の販売

環境･リサイクル




